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（１）調査方法

調査概要

（２）調査対象

（３）実施時期

書面（アンケート）による調査

通信制課程を置く高等学校 ２４１校（各都道府県、認定地方公共団体を通じて調査。）

・公立 ： ７７校（狭域７６校 広域１校）
・学校法人立： １４８校（狭域６５校 広域８３校）
・株式会社立： １６校（狭域０校 広域１６校）

平成２９年６月８日～２７日

※調査結果の内容は、調査において各調査対象から報告された内容による
※各データの集計においては、回答が不備であったものを除いている



目 次

・設置形態、収容定員・在籍生徒数、学校規模・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１

・生徒の現状等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３

・高等学校通信課程において特に重視している取組と課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ５

・多様なメディアを利用した学習による面接指導時間数の減免・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ８

・通学コースの運営状況等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１６



① 設置形態（独立・併置別）

（１） 設置形態、収容定員・在籍生徒数、学校規模

独立 併置
併置の内訳

全日制 定時制 全・定

公立 ７ ７０ １４ ４５ １１

学校法人立 ７９ ６９ ６３ ３ ３

うち狭域 ２９ ３６ ３４ １ １

うち広域 ５０ ３３ ２９ ２ ２

株式会社立 １６ ０ ０ ０ ０

合 計 １０２ １３９ ７７ ４８ １４

② 収容定員、在籍生徒数[平成29年5月1日現在]

収容定員 在籍生徒数

公立 ６２，４６０ ５９，１７１

学校法人立 ２３２，３００ １０９，２０８

うち狭域 ４０，５２５ １８，９６０

うち広域 １９１，７７５ ９０，２４８

株式会社立 ３７，５１０ １１，４０５

合 計 ３３２，２７０ １７９，７８４

※公立の併置校のうち、通信制課程の収容定員を個別に定めていない学校については収容定員の合計から除外し
ている。 １



（１） 設置形態、収容定員・在籍生徒数、学校規模

③ 在籍生徒数別の学校数[平成29年5月1日現在]

0～
100人

101～
300人

301～
600人

601～
1,000人

1,001～
1,500人

1,501～
3,000人

3001人
以上

公立 ５ １６ １５ １７ １８ ４ ２

学校法人立 ４２ ４５ １８ １９ ８ ８ ８

うち狭域 ２３ ２４ ９ ７ ０ ２ ０

うち広域 １９ ２１ ９ １２ ８ ６ ８

株式会社立 ３ ３ ４ １ ３ ２ ０

合 計 ５０ ６４ ３７ ３７ ２９ １４ １０

２
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③ 平成28年度卒業生の在籍期間の割合（学校ごと）
a 高等学校在籍期間が３年間である生徒が最も多い b 高等学校在籍期間が３年より長く４年未満である生徒が最も多い

c 高等学校在籍期間が４年以上である生徒が最も多い d aとbが同程度で最も多い

e bとｃが同程度で最も多い

① 在籍生徒数のうち平成28年度中に一科目も履修していない生徒数、割合

（２） 生徒の現状等

在籍生徒数（H29.3.31）

28年度中に一科目も
履修していない生徒

生徒数 割合

公立 ５６，２６６ ２２，３９６ ４０．０％

学校法人立 １０９，５７８ ３，７２９ ３．４％

株式会社立 １２，２６５ ２２２ １．８％

合計 １７８，１０９ ２６，３２０ １４．８％
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０年以上１年未満 １年以上３年未満 ３年間在籍 ３年より長く４年未満 ４年より長く６年未満 6年以上在籍
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（２） 生徒の現状等
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④ 平成28年度入学者数とその内訳（新入学者、編入学・転籍者） 新入学者
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４
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（３）高等学校通信制課程において特に重視している取組と課題

【特に重視している取組の選択肢（学校ごとに８つ選択）】
a 添削指導の充実（添削課題の作成、生徒の回答内容を踏まえた添削コメント

の充実等）
b 少人数指導や個別指導
c 習熟度別指導
d 履修・学習状況のきめ細かな把握・管理
e 義務教育段階における学習内容、基礎的な知識・技能の定着のための指

導・支援
f 大学入試対策のための指導・支援
g 就職のための指導、支援
h 職業教育（実践的な技術習得のための指導等）
i 進路指導、キャリア教育
j 思考力、判断力、表現力の育成等のための指導、支援
k 特別活動等による集団生活や人間関係づくり、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ等の育成
l 学習規律の維持等のための生徒指導
m 生徒の非行や犯罪行為の防止に関する指導や対応

①重視して取り組んでいる事項及び課題として特に重要と捉えている事項
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特に重視して取り組んでいる事項

課題として特に重要であると捉えている事項

n ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ等による教育相談
o 経済的困難、生活困窮世帯の生徒に対する支援（ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰの配置等

を含む）
p 発達障害を有するなど特別な支援を要する生徒に対する支援、専門的な対応
q 日本語を母国語としない生徒への指導、支援
r  学習意欲等に課題がある生徒に対する日常的な働きかけや支援
s 生徒への指導、支援におけるICTの活用
t 部活動の充実
u 施設設備の充実（実験・実習のための施設設備、運動場等）
v 教員配置の充実
w 学校経営の安定化
x 法令順守の徹底（学習指導要領、特区法等）
y 連携施設（技能教育施設、サポート施設等）との適切な連携・協力関係の確保

５



（３）高等学校通信制課程において特に重視している取組と課題

②重視して取り組んでいる事項（設置者別）
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【特に重視している取組の選択肢（学校ごとに８つ選択） 】
a 添削指導の充実（添削課題の作成、生徒の回答内容を踏まえた添削コメント

の充実等）
b 少人数指導や個別指導
c 習熟度別指導
d 履修・学習状況のきめ細かな把握・管理
e 義務教育段階における学習内容、基礎的な知識・技能の定着のための指

導・支援
f 大学入試対策のための指導・支援
g 就職のための指導、支援
h 職業教育（実践的な技術習得のための指導等）
i 進路指導、キャリア教育
j 思考力、判断力、表現力の育成等のための指導、支援
k 特別活動等による集団生活や人間関係づくり、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ等の育成
l 学習規律の維持等のための生徒指導
m 生徒の非行や犯罪行為の防止に関する指導や対応

n ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ等による教育相談
o 経済的困難、生活困窮世帯の生徒に対する支援（ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰの配置等

を含む）
p 発達障害を有するなど特別な支援を要する生徒に対する支援、専門的な対応
q 日本語を母国語としない生徒への指導、支援
r  学習意欲等に課題がある生徒に対する日常的な働きかけや支援
s 生徒への指導、支援におけるICTの活用
t 部活動の充実
u 施設設備の充実（実験・実習のための施設設備、運動場等）
v 教員配置の充実
w 学校経営の安定化
x 法令順守の徹底（学習指導要領、特区法等）
y 連携施設（技能教育施設、サポート施設等）との適切な連携・協力関係の確保

６



（３）高等学校通信制課程において特に重視している取組と課題

③課題として特に重要であると捉えている事項（設置者別）
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【特に重視している取組の選択肢（学校ごとに８つ選択） 】
a 添削指導の充実（添削課題の作成、生徒の回答内容を踏まえた添削コメント

の充実等）
b 少人数指導や個別指導
c 習熟度別指導
d 履修・学習状況のきめ細かな把握・管理
e 義務教育段階における学習内容、基礎的な知識・技能の定着のための指

導・支援
f 大学入試対策のための指導・支援
g 就職のための指導、支援
h 職業教育（実践的な技術習得のための指導等）
i 進路指導、キャリア教育
j 思考力、判断力、表現力の育成等のための指導、支援
k 特別活動等による集団生活や人間関係づくり、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ等の育成
l 学習規律の維持等のための生徒指導
m 生徒の非行や犯罪行為の防止に関する指導や対応

n ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ等による教育相談
o 経済的困難、生活困窮世帯の生徒に対する支援（ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰの配置等

を含む）
p 発達障害を有するなど特別な支援を要する生徒に対する支援、専門的な対応
q 日本語を母国語としない生徒への指導、支援
r  学習意欲等に課題がある生徒に対する日常的な働きかけや支援
s 生徒への指導、支援におけるICTの活用
t 部活動の充実
u 施設設備の充実（実験・実習のための施設設備、運動場等）
v 教員配置の充実
w 学校経営の安定化
x 法令順守の徹底（学習指導要領、特区法等）
y 連携施設（技能教育施設、サポート施設等）との適切な連携・協力関係の確保

７



① 面接指導時間の減免の実施状況

（４）多様なメディアを利用した学習による面接指導時間数の減免
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② 面接指導時間を減免している生徒の比率（学校ごと）
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減免を行わない生徒の比率が最も高い 10分の6までの減免を行う生徒の比率が最も高い

10分の６を超えた減免を行う生徒の比率が最も高い

高等学校学習指導要領 第一章第7款
４ 学校が，その指導計画に，各教科・科目又は特別活動について計画的かつ継続的に行われるラジオ放送，テレビ放送その他の多様な
メディアを利用して行う学習を取り入れた場合で，生徒がこれらの方法により学習し，報告課題の作成等により，その成果が満足できると
認められるときは，その生徒について，その各教科・科目の面接指導の時間数又は特別活動の時間数のうち，各メディアごとにそれぞれ
10分の６以内の時間数を免除することができる。ただし，免除する時間数は，合わせて10分の８を超えることができない。

８



（４）多様なメディアを利用した学習による面接指導時間数の減免
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③ 面接指導時間の減免に係る基準、指針、内規等の策定の有無
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（※）例えば、面接指導について、何らか事情により既定の単位時間数分の受講ができなかった生徒に対する配慮として、実時間減免を行う場合などをいう。

④ 実時間減免（※）の実施について

（４）多様なメディアを利用した学習による面接指導時間数の減免
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⑤ 実時間減免の運用について
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減免を行う場合、実時間減免とすることが一般的である（減免を行う生徒のうち、実時間減免の生徒が最も多い）

減免を行う場合、実時間減免とすることは一般的ではない（一部の生徒に対して限定的に実時間減免を運用している）（※）

※本調査における「実時間減免」とは、例えば、国語総合（４単位）の場合、高等学校学習指導要領の規定により、面接指導の単位時間数
は４単位時間となるが、生徒が２単位時間分程度（又はそれ以下）のメディア視聴を行い、報告課題の作成等により成果が満足できると認
められれば、面接指導の単位時間を４単位時間から２単位時間に減免するような運用をいう。
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79%
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3% 4%
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78%

⑥ 面接指導時間の減免の取扱い

（４）多様なメディアを利用した学習による面接指導時間数の減免

a 全生徒について、10分の6を超えた減免を原則としている
5% 8%

87%

9%
3%

6%

9%

73%
法人立（広域） 56%

13%
6%

25%

当てはまる
どちらかといえば当てはまる
どちらともいえな
どちらかといえば当てはまらない
当てはまらない

株立

56%

6%

38%

b 集中ｽｸｰﾘﾝｸﾞを受講する生徒について、10分の6を超えた減免を原則としている

c 特定のｺｰｽを選択する生徒について、10分の6を超えた減免を原則としている

5% 1%1%
2%

91%

公立 法人立（狭域）

3% 5%
5%

87%

5% 7%

13%

6%
69%

5%

95%

25%

6%
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63%

8%
5% 3%

84%

9%
3% 6%

3%

79%

5%

95%

法人立（広域）
株立

公立 法人立（狭域）

法人立（広域） 株立公立 法人立（狭域）

全体

全体

全体
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⑥ 面接指導時間の減免の取扱い

（４）多様なメディアを利用した学習による面接指導時間数の減免

8%
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86%

6% 4%
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4%

77%

12%

88%

当てはまる

どちらかといえば当て
はまる
どちらともいえな
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はまらない
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19%

12%
69%
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16%
5%

8%65%

19%

10%

6%
5%

60%

8%
4% 3%

85%

19%
6%
6%

69%

3%
13%

84%

7% 3%
7%

6%

77%

d 有職生徒について、勤務実態等を踏まえて、個別に10分の6を超えた減免を認めている

e 疾病による療養又は障害、集団行動や対面でのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが困難であるなど、個々の生徒の状態を
考慮して、個別に10分の6を超えた減免を認めている

f 海外で学ぶ生徒について、10分の6を超えた減免を認めている

法人立（広域） 株立公立 法人立（狭域）

法人立（広域） 株立
公立 法人立（狭域）

法人立（広域） 株立公立 法人立（狭域）

12% 10%

4%

71%

5% 2%6%
2%

85%
100%

公立

全体

全体

全体

3％
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⑥ 面接指導時間の減免の取扱い

（４）多様なメディアを利用した学習による面接指導時間数の減免
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89%

19%
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当てはまる
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31%

13%
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50%

5% 3%
3%

89%
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4%
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3%

76%

g ｽﾎﾟｰﾂや文化活動等に特に力をいれている生徒について、10分の6を超えた減免を認めている

h d～gには該当しないが、欠席等により面接指導の時間数が足りない生徒への個別対応として、10分
の6を超えた減免を認めている

i 自校で作成・配信等を行う教材・ｺﾝﾃﾝﾂ等を用いて学ぶ生徒について、その学習効果に鑑みて、10
分の6を超えた減免を認めている

法人立（広域） 株立法人立（狭域）
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⑥ 面接指導時間の減免の取扱い

（４）多様なメディアを利用した学習による面接指導時間数の減免

54%

5%
8%

33%

56%

10%

9%
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当てはまる
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68%
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75%

6%
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82%

j 原則として、10分の6以内としている

k 原則として、減免は行わないこととしている

法人立（広域）
株立公立
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⑦ 利用しているメディアの種類

（４）多様なメディアを利用した学習による面接指導時間数の減免

【利用しているメディアの種類の選択肢】
a 高校講座（テレビ・ラジオ）
b 高校講座（ウェブサイト）
c 高校講座以外のテレビ・ラジオ番組
d DVD・ビデオ・インターネットによる授業映像等の配信（一方向、市販）
e DVD・ビデオ・インターネットによる授業映像等の配信（一方向、自校作成）
f インターネット等を利用した指導（双方向、実施校の教員による指導）
g インターネット等を利用した指導（双方向、実施校の教員以外の者による指導）
h その他
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25.0%
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① 自校通学コースについて

（５）通学コースの運営状況等

14

71

54

125

39

2

12

11

23

38

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

株式会社立

広域

狭域

学校法人立

公立

設けている

設けていない

本調査における「通学コース」とは、通信制高校の生徒が、定期的に、週１日以上通学して学習するコース（※１）のことをいう。

高等学校学習指導要領に規定する面接指導に該当するか、面接指導には当たらない教育課程外の補習指導等であるか、また、集団的
な指導であるか、個別指導であるかは問わないものとする。

（※１）「通学コース」については以下の２つに分類。
・「自校通学コース」…通学コースのうち、主として高等学校の校舎又は設置者が設置する施設において、高等学校の教職員が中心に指
導に当たるもの

・「提携通学コース」…提携する教育施設（※２）が運営する通学コースであって、当該高等学校の生徒が利用することを前提に教育内容
等が定められ、当該高等学校のホームページやパンフレット等において生徒が利用可能な通学コースとして紹介され、当該高等学校を通
じた申し込みが可能であるなど、当該高等学校との連携の下で提供されるもの
（※２）教育施設は、協力校、技能教育施設、民間のサポート施設等の設置形態は問わないものとする。
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32%

44%

13%

11%
20%

46%

31%

3%

② 利用している生徒数

（５）通学コースの運営状況等

利用生徒総数 校数 週１日のコース 校数 週２日～４日のコース 校数 週５日のコース

公立 １５，２３３ ３８ １２，９２６ １０ １，１４０ １ ３７０

学校法人立 ４１，４７０ ７１ ７，４３５ ６８ １３，３１２ ５９ １６，８８７

うち狭域 ９，８８７ ３０ １，７３０ ２１ ４，０２８ ２１ ３，４７５

うち広域 ３１，４８３ ４１ ５，７０５ ４７ ９，２８４ ３８ １３，４１２

株式会社立 ５，０８１ ８ ７０７ １２ １，２３３ ９ ３，１４１

合 計 ６１，７８４ １１６ ２１，０６８ ９０ １５，６８５ ６９ ２０，３９８

生徒数は平成29年5月1日現在とし、推計値での回答も可とした。また、学校としてコースの内訳を把握していない場合は未回答も可としている
ため、各コースの内訳は利用生徒総数に満たない。

各教科・科目ごとに生徒が選択するような仕組みとなっている場合には、一つの教科・科目でも自校通学コースを選択している生徒数について
記載。

③ 自校通学コースの生徒の進路希望、特徴、カリキュラムの特徴等

a 不登校・中退経験等があり、学校生活への適応に困難を抱える生徒

ア 自校通学コースを利用する生徒の特徴

22%

57%

21%

大多数

半分以上

半分以下

少ない

20%

52%

21%

7%

１７

23%

49%

21%

7%

全体 公立 法人立（狭域） 法人立（広域） 株立



14%

64%

22%

（５）通学コースの運営状況等

b 発達障害を有するなど特別な支援を要する生徒

ア 自校通学コースを利用する生徒の特徴

c 有職生徒

d 大学入試対策に重点を置いた指導を希望する生徒

学校法人立

（広域）
株式会社立公立 学校法人立

（狭域）

公立 学校法人立

（狭域）
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64%
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26%

66%

21%

79%
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61%

（５）通学コースの運営状況等

e 各種の職業教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを希望する生徒

ア 自校通学コースを利用する生徒の特徴

a 選抜性の高い大学への進学希望者

イ 自校通学コースを利用する生徒の進路希望

法人立（狭域）

7%

21%

72%

大多数 半分以上 半分以下 少ない
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4%

67%

29%

（５）通学コースの運営状況等

b 選抜制の高い大学以外の大学・短大等への進学希望者

c 専修学校への進学希望者

d 就職希望者

イ 自校通学コースを利用する生徒の進路希望
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17%
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21%

（５）通学コースの運営状況等

a 習熟度別指導を積極的に取り入れている

b 義務教育段階の学び直しに力を入れている

c 大学入試対策に重点化している

ウ 自校通学コースのカリキュラムの特徴
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（５）通学コースの運営状況等

e 横断的・総合的な学習や探究的な学習の機会を積極的に設けている

f 集団活動や人間関係づくり、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ育成等の機会を積極的に設けている

ウ 自校通学コースのカリキュラムの特徴
d 職業教育に力を入れている
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